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研究成果の概要（和文）：

2008 年度～2011 年度の 4 カ年にわたって、製品開発の目標とそのプロセスに相当する製品
コンセプトについて、その特徴や、効果的な創出方法について考察を行った。本研究では、技
術成果が直接的に製品の付加価値となる場合と、技術成果が間接的にデザインなどの定性的な
価値向上に用いられる場合とに分類し、コモディティ化と技術と製品価値の関係を明らかにし
た。

研究成果の概要（英文）：
Four years in fiscal year 2008 to 2011, corresponding to the process for product concept
and its goal of product development, have been investigated their characteristics and
how to effectively create them. In this study, we classified the case will be added value
and technological achievements of the product directly, in the case is used to improve
the value and technological achievements, such as qualitative design indirectly, the
value of its products, technology and commoditization was to clarify the relationship.
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直接経費 間接経費 合 計

2008 年度 1,400,000 420,000 1,820,000

2009 年度 1,300,000 390,000 1,690,000

2010 年度 1,300,000 390,000 1,690,000

2011 年度 1,300,000 390,000 1,690,000

年度

総 計 5,300,000 1,590,000 6,890,000
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１．研究開始当初の背景
企業の技術開発部門において開発される

技術は企業の競争優位の源泉となりうるも
のであるが（Freeman, 1982; Barney, 1991）、
優れた技術を開発することだけが必ずしも
その企業の事業成果を約束するものではな
い。 市場において消費者の評価にさらされ
るのは技術そのものではなく、技術が組み込

まれた製品であって、開発された技術は市場
のニーズと合致する形で製品に正しく組み
込まれていなければならないからである
(Iansiti, 1998)。 この時、対象となる市場
のニーズが顕在化した既存のニーズであれ
ば、技術開発の方向性は、下流の製品開発や
市場の方向性とすり合わせる形で調整を図
ればよい(Clark and Fujimoto, 1991; 川上,
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2005)。 しかし、新たな技術のポテンシャル
が新たな事業や市場を作り出すものであれ
ば、そのニーズは消費者が潜在的に保有する
か、現に保有していないニーズであって、下
流とのすり合わせだけでは調整を行うこと
はできないと考えられる(長内, 2007c)。榊
原(2007)は、日本のエレクトロニクス産業は
技術開発では先進性が認められるにもかか
わらず、事業成果としての世界シェアでは日
本は長期低落の傾向にあることを指摘して
いる。このような我が国のエレクトロニクス
産業の現状も、技術や市場の変化が激しい環
境において、技術開発と事業成果とのすり合
わせがうまく行われていないことが原因で
あることが考えられる。

２．研究の目的
前項の背景理解に基づき、本研究者のこれ

までの研究では、新たな技術のポテンシャル
が作り出す新しい事業の明確な構想を上流
の研究部門や技術開発部門（これらを総称し
て先行開発部門と示す）が提示することによ
って、技術と事業のすり合わせが可能となる
ことを示した（長内, 2006; 2007a; 2007b;
2007c; 2007d; 椙山・長内, 2007）。
これらの研究を通じて導かれた新たな課

題は、先行開発部門がどのような事業や製品
の構想を案出していけばよいのかというこ
とであり、平成 19 年度の応募者の研究活動
では、製品構想と製品開発組織のマネジメン
トというテーマでこの課題の解明に取り組
んでいる。この研究は科学研究費補助金、若
手研究（スタートアップ）として採択されて
いる（平成19～20年度, 課題番号19830034）。
この研究は開始時点では進行中のものであ
ったが、事業構想の多様性が将来の不確実性
を低減させ、開発された技術成果を事業成果
とすり合わせることを容易にしている可能
性の検討を試みた。様々な事業構想に基づい
て実施される製品開発活動の違いは、事業構
想の優劣を示すものではなく、事業構想は必
ずしも早期に一つに絞り込む必要はない。長
内(2006)では、市場や顧客の違いによって生
じる事業構想の違いは、製品開発組織やプロ
セスの違いを生じさせていることを示した
上で、異なる製品開発組織間の調整を上流の
先行開発部門が行うことで、両者の両立を行
うことが可能であることを示した。また、長
内(2007a; 2007c)では、日本や台湾の半導体、
ＤＶＤ、携帯電話の製品開発の事例研究を通
じて、先行開発組織の事業構想の多様性が技
術や市場の不確実性の低減に寄与している
ことを示した。
従来の議論では、製品開発や市場などの後

工程の変化はできるだけ早期に前のプロセ
ス（先行開発）に反映させることが好ましい
とされてきた(Thomke & Fujimoto,2000)。そ

のため、Ｒ＆Ｄと市場との統合の議論につい
ても、いかに市場の状況にＲ＆Ｄを合わせ込
むかという需要プル的な立場での議論が主
流といえる(Clark and Fujimoto, 2001; 川
上, 2005)。

３．研究の方法
本研究ではエレクトロニクス産業におけ

る製品開発の事例研究を中心に、前項で指摘
した課題の考察を行う。エレクトロニクス産
業は、技術変化が激しく市場のニーズも多種
多様である。特に近年では家電製品のデジタ
ル化、モジュール化が進んだ結果、参入企業
が増加している。また、個々の製品の機能や
性能が上昇しているにもかかわらず、製品の
価格は下落の一途である。このような国際的
な競争の中で日本企業は極めて苦しい立場
に立たされている（延岡・伊藤・森田, 2006）。
このようなわが国産業の状況をかんがみる
と、この分野の研究は単に学術的な重要性が
認められるだけでなく、産業界の実務に対す
るインプリケーションも極めて重要なもの
になると予想される。
ところで、先行して盛んに研究が行われて

きた自動車産業においては、主要な要素技術
レベルでの大きな技術変化は少ないものの、
製品システムレベルでのすり合わせによっ
て製品の価値を向上させることに成功して
いる(Clark and Fujimoto, 1991)。その結果、
排気量や馬力、車内装備などの性能、機能と
は別の価値基準によって大衆車、高級車など
のカテゴリーが生まれ、性能・機能とは異な
る顧客価値によって製品価格が決定されて
いる(延岡, 2006)。

一方、エレクトロニクス産業は自動車産業
とは異なる産業特性を持っており、自動車産
業において効果的な製品開発がそのままエ
レクトロニクス産業に応用できるというも
のではない(桑嶋, 2002)。事例研究に当たっ
ては、対象とする産業の特性に留意しながら、
事例の詳細な検討が必要となる。

４．研究成果
4 カ年の研究期間にわたって、本研究の２

つの課題である製品コンセプトの多様性の
可能性についての議論は、事項以降でしめす
ように、学会報告・論文・著書によってその
研究成果を公刊することができたと考える。
２つめの非次述的要因の分析については、技
術以外の要素、という意味ではなく、技術が
間接的に製品の価値を上げるという文脈で
議論を進め、主に自著、長内・榊原(2012)の
中でその議論を展開した。
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